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７ 災害医療（災害時公衆衛生活動を含む） 

【基本的な考え方】 

● 平時から、災害の発生を念頭に置いて体制の整備に努めます。 

 

● 地震、風水害等の災害においては、多数の負傷者の発生、医療機関の機能停止など混乱

が予測されることから、発災時の応急的な医療体制の整備・充実を計画的に推進します。 

 

● 感染症のまん延時における医療チームの円滑な派遣を実施する体制を整備します。 

 

● 初期医療体制、後方医療体制、広域的な連携体制など、県内全域の災害医療体制を構築

します。 

 

● 大規模災害時等の医療体制確保を念頭に、近隣県との連携を深め、広域的な応援体制を

確立します。 

 

● 大規模災害時の保健医療福祉活動と連携し、医療提供体制を整備します。 

 

● 原子力災害は、地震、風水害等の災害とは異なり、発生や被害の程度が目に見えない等

の特殊性があるため、あらかじめ指定または登録した原子力災害拠点病院及び原子力災

害医療協力機関による原子力災害医療体制を構築します。 

 

 

 

 

【現状と課題】 

（１） 地震、風水害等の災害時の医療救護（災害時公衆衛生活動を含む） 

● 災害時における医療救護及び保健対策については、「島根県地域防災計画（風水害等対策

編）」及び「島根県地域防災計画（震災編）」に基づき医療提供体制の整備強化を進める必

要があります。 

 

● フェーズⅠ（発災直後～およそ３日後）は、「災害派遣医療チーム（DMAT）」及び「災害派

遣精神医療チーム（DPAT）」が病院を支援するとともに、災害現場における緊急処置等に

従事することとしています。 

 

● 後方医療体制としては、災害拠点病院を中心に重症傷病者の受入れを行います。 

 

● 令和５(2023)年３月現在、県内の DMAT 隊員は 157 名で、10 病院に 20 チーム配置されて

いますが、隊員の異動や退職などにより、隊員やチームの編成は概ね横ばいの状況で推

移しています。隊員の高齢化や病院内における人員不足等を理由に災害時に DMAT を派遣

できない状況が懸念されることから、今後も新たな隊員の効果的な養成とともに、DMAT

の体制維持や派遣可能な体制の強化、支援が必要です。 

 

● フェーズⅡ（発災後およそ１日～およそ１週間後）は、市町村が医療救護所を設置し、災

害派遣医療チーム（DMAT）に続いて、県が医療救護班を派遣することとしています。 

また、災害派遣精神医療チーム（DPAT）は引き続き、病院、避難所、医療救護所等におい

て精神医療の提供等を行います。 
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● フェーズⅢ（発災後およそ３日～およそ１か月後）は、引き続き医療救護班が医療救護

活動を行うこととしています。 

また、災害派遣精神医療チーム（DPAT）は、引き続き避難所や医療救護所等において精神

医療の提供等を行います。 

 

● DMAT 及び DPAT は、感染症まん延時にも派遣することとされており、対応が必要です。 

 

● 災害時において迅速に医療救護体制を整備するためには、平時から医療・消防・行政等

の災害医療関係機関の緊密な連携体制が必要であり、県レベルでは「島根県災害医療関

係機関連絡会議」を、各地域レベルでは「地域災害保健医療福祉対策会議」を設置してい

ます。 

 

● 医療救護班の派遣等について島根県医師会、島根県歯科医師会、島根県薬剤師会、島根

県看護協会と、また、災害時における医薬品または衛生資材の供給等について島根県医

薬品卸業協会、日本産業・医療ガス協会中国地域本部、山陰医療機器販売業協会と、それ

ぞれ協定を締結しています。 

 

● 災害時の情報収集には、全国の関係機関において病院の被災状況等を共有することがで

きる「広域災害救急医療情報システム（EMIS)」を活用することとしています。 

 

● 災害時の公衆衛生活動は、「島根県災害時公衆衛生活動マニュアル」に基づいて行いま

す。 

 

● NBC テロ13等の特殊災害への対応は、「島根県国民保護計画」に基づき速やかに対応可能

な関係機関に応援要請をする体制と、後方支援を行える体制が課題となっています。 

 

● 県内外での大規模災害発生時に、各種保健医療福祉活動チームの派遣及び受援の調整、

情報の連携・整理・分析等を行うため、県庁には島根県保健医療福祉調整本部、保健所に

は保健医療福祉地域調整本部を設置する体制を構築しました。 

 

● 島根県保健医療福祉調整本部や保健所の運営支援並びに各種保健医療福祉活動チームの

派遣調整等を行うため、災害医療コーディネーターの助言の下に、災害時小児周産期リ

エゾン14の参画や、県内 DHEAT の派遣及び県外 DHEAT を受援することとしており、これら

の人材の育成や、災害時に円滑な調整を行うための体制整備、訓練・研修等の実効性を

高める取組が必要です。 

    

 

                            
13 核（Nuclear）・生物（Biological）・化学（Chemical）兵器を用いたテロを指します。 
14 大規模災害時に、災害対策本部において小児周産期医療に関する情報を集約し、適切な判断を行うた

めの調整役を担う医師等を指します。 



 

-
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- 

 

 
  

    

図 5-2-7(1) 島根県保健医療福祉調整本部 
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（２）災害拠点病院等の整備 

● 県内の災害拠点病院は、全県的視点で指定する「基幹災害拠点病院」が１か所、二次医療

圏ごとに指定する「地域災害拠点病院」が計９か所となっています。 

  また、災害時の精神科医療を中心的に担う「災害拠点精神科病院」として、令和２(2020)

年４月に、県立こころの医療センターを指定しています。 

 

● 災害拠点病院は、災害時に地域の核となることから、通信環境や備蓄、搬送体制等の機

能強化を図っていくとともに、災害拠点病院間の連携を図る必要があります。 

 

● 二次医療圏において、災害拠点病院を中心とした周辺の救急告示病院や医療関係団体等

の連携体制を強化する必要があります。 

 

 
 

 

（３）広域連携の確立 

● 大規模災害が発生し、被災県独自では十分に応急措置が実施できない場合、相互に応援

を円滑に行うため、中国５県では「災害等発生時の広域支援に関する協定」を、中四国９

県では、「中国・四国地方の災害等発生時の広域支援に関する協定」を締結しています。 

 

● 広域での円滑かつ迅速な医療救護体制の整備に向けて、平時から災害発生時における各

県との連絡手順等の充実に努める必要があります。 

 

 

（４）原子力災害時の医療救護 

● 「島根県地域防災計画（原子力災害対策編）」に基づく「島根県災害時医療救護実施要綱

（原子力災害対策編）」により、原子力災害医療体制を構築しています。 

 

● 迅速かつ的確に医療救護活動が実施できるよう、原子力防災訓練に取り組み、研修を実

施しています。 

 

● 医療機関、消防機関、行政機関等の関係機関が連携し、円滑な医療救護活動が実施でき

るよう、「島根県原子力災害医療関係機関連絡会議」を開催し、平時から情報交換等を行っ

ています。 

 

● 原子力災害医療体制の充実のため、原子力災害拠点病院並びに原子力災害医療協力機関

における施設・設備整備や、人材育成を行う必要があります。 

県立中央病院

松江圏域 松江赤十字病院、松江市立病院

雲南圏域 雲南市立病院

出雲圏域 島根大学医学部附属病院

大田圏域 大田市立病院

浜田圏域 済生会江津総合病院、国立病院機構浜田医療センター

益田圏域 益田赤十字病院

隠岐圏域 隠岐病院
資料：県医療政策課

基幹災害拠点病院

地域災害
拠点病院

災害拠点病院表5-2-7(1)
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【施策の方向】 

（１）地震、風水害等の災害時の医療救護（災害時公衆衛生活動を含む） 

① 「島根県地域防災計画（風水害等対策編）」及び「島根県地域防災計画（震災編）」に基づ

き、各種災害に応じた医療救護体制を整備します。 

 

② 県、市町村、医療関係機関及び各防災関係機関は、密接な連携の下に一刻も早い救命措

置、負傷者等の搬送を行い、迅速かつ適切な医療救護活動を行います。 

 

③ 県主催の DMAT 養成研修の実施等により DMAT 指定医療機関におけるチーム配置を充実さ

せるとともに、DMAT 及び DPAT の体制強化に努め、災害超急性期及び急性期並びに感染症

まん延時の医療救護体制の一層の確保を図ります。また、合同で訓練を行うなど各 DMAT

間等の連携を推進します。 

 

④ 医療救護班を編成して被災地へ派遣するとともに、災害の規模に応じて他都道府県等に

派遣を要請する等、急性期から慢性期に至るまで医療救護活動が切れ目なく実施される

体制を整備します。 

また、精神科医療については都道府県 DPAT を養成し、体制を整備します。 

 

⑤ 「島根県災害医療関係機関連絡会議」を通じて、災害医療関係機関の情報共有による連

携強化を図ります。 

 

⑥ 災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンの養成や、災害薬事コーディ

ネーターの設置の検討など、災害医療コーディネート体制の充実に努めます。 

 

⑦ 災害や感染症まん延時に重症児等の小児や周産期患者の搬送などを円滑に行うためには、

小児・周産期に関する平時のネットワークの活用や自施設における対応、受援体制など

が必要であることから、災害時小児周産期リエゾンの役割など災害時を想定したマニュ

アルやアクションカードを作成し、それに基づく訓練等を行います。 

 

⑧ 広域災害救急医療情報システム（EMIS）を有効に活用する環境を整備するとともに、平

時から訓練等を実施することにより、システム利用の定着を図ります。 

 

⑨ 公衆衛生活動チームを速やかに派遣し、チームが円滑に活動を行うことができる体制を

整備します。 

 

⑩ 大規模災害時には、DMAT 調整本部、DPAT 調整本部、DWAT 調整本部及び各種支援チームな

ど様々な保健医療福祉活動チームが相互連携できるよう、島根県保健医療福祉調整本部

（県庁）及び保健医療福祉地域調整本部（保健所）を設置し派遣調整や受援調整等を行

います。災害支援ナースや JRAT（島根リハビリテーション協会）などの多職種連携を推

進します。災害時に十分連携できるよう訓練等を行いマニュアル等を作成します。 

 

 

（２）災害拠点病院等の整備 

① 災害拠点病院の機能の一層の充実を進めるとともに、災害協力病院との連携体制を整備

します。 

  また、災害拠点精神科病院については、災害拠点病院等と連携を図ります。 
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② 地域災害拠点病院は、二次医療圏内における他の災害医療関係機関と連携して、定期的

な研修・訓練を実施することにより、各二次医療圏の災害医療体制の強化を図ります 

 

③ 基幹災害拠点病院は、全県域の地域災害拠点病院を支援し、災害医療に精通した医療従

事者を育成するなど、災害医療の中心的な役割を果たすことにより県全体の災害医療体

制の強化を図ります。 

 

 

（３）広域連携の確立 

① 大規模災害時等の医療体制を念頭に、近隣県との連携を深め、広域的な連携体制の整備

を図ります。 

 

② 県外被災地からの要請等に基づき、県内関係機関の協力を得て、DMAT、DPAT 及び医療救

護班等の派遣や被災患者等の受入れを行います。 

 

③ DMAT は、隣接県との合同訓練を実施することにより、広域的な医療救護活動の連携強化

を図ります。 

 

 

（４）原子力災害時の医療救護 

① 「島根県地域防災計画（原子力災害対策編）」の見直しにあわせて、「島根県災害時医療救

護実施要綱（原子力災害対策編）」の適宜見直しを行います。 

 

② 「島根県災害時医療救護実施要綱（原子力災害対策編）」に基づき、医療活動に必要な放

射線計測機器等の資機材の整備を図るとともに、県内における研修機会の充実に努め、

被ばく医療に従事する者の育成を推進します。 

 

③ 実効性の確保のため、原子力防災訓練において原子力災害医療活動訓練を実施し、被ば

く医療体制の強化、従事者の習熟度の向上を図ります。 

 

④ 「島根県原子力災害医療関係機関連絡会議」を通じて、関係機関相互の連携体制の強化

を図ります。 

 

⑤ 原子力災害医療協力機関を県西部の医療機関にも拡大し、その機能を強化します。 
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【各圏域の状況】 

 

 
現状（○）・課題（■） 施策の方向 

松江 

○圏域内の災害派遣医療チーム（DMAT）は

令和５(2023)年４月１日現在、２病院

（松江赤十字病院・松江市立病院）３

チーム配置されています。また、松江赤

十字病院においては救護班を配置して

おり、被災地への医療救護活動を行っ

ています。 

○災害時において迅速に医療救護体制を

整備するため、平時から医療・消防・福

祉・行政等の災害医療関係機関と緊密

な連携体制を確保するため、松江・安来

地域災害保健医療福祉対策会議を開催

しています。 

■災害時における迅速な情報伝達のた

め、平時における訓練、研修などの実施

が必要です。 

①平時より、災害医療福祉関係機関の情報

共有による連携強化を図るため、「松江・

安来地域災害保健医療福祉対策会議」を

設置し、災害時の速やかな体制整備に努

めます。 

 

 

雲南 

○発災時には、保健医療福祉地域調整本

部（保健所）を設置し、DMAT 等の派遣

差配を行います。 

■福祉ニーズ情報の保健所への集約、市

町への連携を強化する必要がありま

す。 

①福祉分野を含めた連携体制を構築し、避

難による健康状態の悪化を防止します。 

②地域医療連携推進法人雲南市・奥出雲町

地域医療ネットワーク内での相互支援

の仕組みづくりを推進します。 

出雲 

○発災時の迅速かつ効果的な支援に向

け、出雲圏域災害保健医療福祉対策会

議を開催し、行政及び保健医療福祉機

関の連携体制を構築しています。 

■災害時は発災直後の初動対応が特に重

要であり、確実かつ円滑に関係機関や

団体、行政の活動状況等が把握できる

体制を整える必要があります。 

■災害時に人工呼吸器等医療的ケアを必

要とする者・児が、安全確保や適切な避

難行動ができるよう、平時の備えを促

すとともに緊急時の医療機関の利用を

含めた体制構築が必要です。 

①休日・夜間を含め、災害時に関係機関が

迅速かつ確実に情報共有ができる体制

整備に取り組むとともに、訓練等を通じ

た実務的な役割の共有を図ります。 

②人工呼吸器等医療的処置を伴う対象者

の安全安心な避難行動に向け、平時より

保健医療福祉等関係機関での情報共有

や外出訓練等に取り組みます。併せて、

出雲市と連携し「避難行動要支援者個別

避難計画」の作成を地域全体で進めま

す。 

③島根大学医学部附属病院においては、災

害拠点病院として、「災害派遣精神医療

チーム」にも対応可能な体制が取られつ

つあり、支援体制の充実が進められてい

ます。 

大田 

○これまでに、河川の氾濫や大雪等によ

る災害が発生していることを踏まえ、

平時から災害時を意識した地域の医療

提供体制を構築する必要があります。 

①災害時においても必要な医療提供体制

を維持するため、医療機関等における事

業継続計画（BCP）や避難行動要支援者

（高齢者や障がい者等）に対する個別支

援計画の作成等の取組を進めます。 
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現状（○）・課題（■） 施策の方向 

大田 

(続き) 

■大規模災害の発災直後には、派遣され

た支援チームの調整機能を含めた受援

のための体制づくりが重要であるとと

もに、慢性期には地元の関係機関を中

心とした体制へ円滑に復帰できるよ

う、各機関の役割分担について共通理

解を図る必要があります。 

②地域災害拠点病院である大田市立病院

を中心に、災害協力病院である公立邑智

病院をはじめとした保健・医療・福祉分

野の各関係機関との連携をより一層強

化します。 

③圏域内での大規模災害発生時に、各種保

健医療福祉活動チームの派遣及び受援

の調整、情報の連携・整理・分析等を行

うため、保健所に設置する災害保健医療

福祉地域調整本部の円滑な運用を図り

ます。 

浜田 

○圏域内の地域災害拠点病院は、浜田医

療センターと済生会江津総合病院が指

定されており、災害派遣医療チーム

（DMAT）は浜田医療センターに２チー

ム、済生会江津総合病院に２チーム配

置されています。また、災害派遣精神医

療チーム（DPAT）は、西川病院に２チー

ム配置されています。 

○災害時において迅速に医療救護体制を

整備するため、平時から医療・消防・行

政等の災害医療関係機関と緊密な連携

体制を確保するため、浜田・江津地区災

害保健医療福祉対策会議を毎年開催し

ています。 

■災害時の情報共有の方法について、医

療機関の被災状況については EMIS を

使用しますが、避難所などの情報共有

の方法が明確ではありません。 

○浜田市・江津市医師会において、医療救

護班を編成しています。 

①平時より、災害医療関係機関の情報共有

による連携強化を図るため、浜田・江津

地区災害保健医療福祉対策会議を開催

し、緊密な連携体制の構築に努めます。 

②各市の災害訓練への支援や協力を行い

ます。 

益田 

○災害拠点病院である益田赤十字病院

に、災害医療コーディネーター２名、災

害時小児周産期リエゾン１名の登録、

DMAT１チームの設置があります。また、

松ヶ丘病院において DPAT の設置があ

ります。 

○令和５年度から、益田地域災害医療保

健福祉調整会議とし、福祉の連携充実

を意識した組織改正を行っています。 

■東部と比べ、原子力災害に関する研修

を受ける機会が乏しく、知識不足です。 

①災害拠点病院である益田赤十字病院と

平常時から情報交換を行い、連携を図り

ます。 

②平時より、災害医療関係機関の情報共

有、連携強化を図るため、益田地域災害

医療保健福祉会議等を開催します。 

③県庁等と連携し、原子力災害に関する情

報提供を行います。 
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現状（○）・課題（■） 施策の方向 

隠岐 

○隠岐圏域では、平成８(1996)年に災害

拠点病院として隠岐病院が指定され、

平成25(2013)年に災害協力病院として

隠岐島前病院が指定されました。また

同年、DMAT 指定医療機関として、隠岐

病院が指定され、DMAT１チームが配置

されています。 

○圏域内での大規模災害発生時に、保健

所が中心となって関係機関との情報共

有ができるよう、島前・島後それぞれに

「地域災害保健医療対策会議」を設置

しています。 

■災害時における迅速な情報伝達のた

め、平時における訓練、研修などの実施

が必要です。 

①災害時には、福祉部門を含む関係機関と

の情報共有を行い、住民のニーズへの迅

速な対応に努めます。また、災害時には

保健所に設置する地域調整本部が実践

的な医療救護活動を行うことができる

よう、緊密な情報連携に努めます。 

②平時より、災害医療関係機関の情報共有

による連携強化を図るため、島前・島後

にそれぞれ「隠岐地域災害保健医療福祉

対策会議」を設置し、災害時の速やかな

体制整備に努めます。  
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【災害医療に係る数値目標】 

 

項  目 現 状 目 標 備 考 

①災害拠点病院の数 
10 か所 

(令和５(2023)) 
維持 県指定 

②災害拠点精神科病院の数 
１か所 

(令和５(2023)) 
２か所  

③DMAT の数 
20 チーム 

(令和５(2023)) 
26 チーム 県登録 

 

 

 

 

 

 

 


